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司会  ：それでは、定刻になりましたのでただいまから、第一回大阪府死因調査等協

議会を開催させていただきます。本日は委員の皆様におかれましては、お忙

しい中、ご出席をいただきまして誠にありがとうございます。 

     私は、健康医療部健康医療室保健医療企画課松元でございます。本日の司会

を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。また。大阪府

情報公開条例第３３条によりまして、この協議会は公開となっております。 

     それでは、検討会の開催にさしかかりまして健康医療部長の藤井より一言挨

拶を申し上げます。 

藤井部長：大阪府健康医療部長の藤井でございます。本日は大変お忙しい中、本協議会

の委員就任を御快諾いただきまして、また本日このようにご参集いただきま

して誠にありがとうございます。２０２５年という医療福祉の世界では、様々

な計画の目標とされている年次でございますが、ここ大阪におきましては７

５歳以上の人口１００万人が２５年には１５０万人という１．５倍になると。

また７５歳以上の単独世帯、一人暮らしの世帯が後程説明させていただきま

すが、これも１．５倍になると。このような状況の中で、在宅死であります

とか孤独死が増加することが見込まれております。これらを踏まえまして、

全ての人の死因を適切に特定していく体制づくり、社会の備えというものを

見極めるというものが大変重要になってまいります。昨年度、死因調査等あ

り方検討会を開催いたしまして、方向性について集約するまでには至りませ

んでしたが、様々貴重なご意見をいただきました。今年度は条例に基づく協

議会として本死因調査等協議会を立ち上げることといたしました。新たに訪

問看護、あるいは府民の立場を代表される委員にも参加いただきました。ま

た、大阪府警本部刑事部と健康医療部の共管として本協議会を開催さしてい

ただいております。この協議会を通じまして、目指すべき調査体制がいかな

るものなのか、また、人生の最終段階の看取りに直面するにあたってご本人

や家族の意識にどう対応していくのか、あるいは犯罪の見逃し防止にどう対

応していくのか、こういった点につきまして各委員の皆様方から忌憚なくそ

れぞれの立場からご意見いただきまして来たるべき多死高齢社会に対してど

のように取り組むのかという方向性を見定めてまいりたいと考えております。 

     どうぞ本日はよろしくお願い申し上げます。 

司会  ：続きまして、本日出席いただいております委員の方々を配席順に基づきまし

て、ご紹介させていただきます。配席図をお手元にご準備ください。会長席

より時計回りで紹介させていただきます。榮木委員でございます。大畑委員

でございますが、遅れる旨のご連絡をいただいております。続きまして、金

田委員でございます。髙杉委員でございます。竹中委員でございます。藤見

委員でございます。峰松委員でございます。宮川委員でございます。山田委
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員でございます。 

続きまして、委員名簿をご準備ください。山口委員におかれましては、本日、

所要の為、ご欠席でございます。 

次に、本日の出席８名でございます。委員１０名の内、現在８名の出席を賜

っており、定数を満たしておりますので、大阪府死因調査等協議会規則第４

条第２項の規定によりまして本協議会が有効に成立していることをご報告さ

せていただきます。 

また、本日は内閣府より死因究明等施策推進室の須田参事官、並びに江崎主

査が傍聴に来られております。併せてご紹介させていただきます。 

続きまして、事務局職員でございますが、ご用意させていただきました配席

図のとおりでございますので紹介については、省略させていただきます。 

次に本日配布しております資料の確認をさせていただきます。 

まず、大阪府死因調査等協議会次第、配席図、委員名簿に続きまして、資料

１大阪府における死因調査体制の検討について。参考資料といたしまして資

料１大阪府死因調査等協議会規則、同大阪府監察医事務所の概要、同内閣府

作成の死因究明等推進計画の概要、以上でございます。過不足等はございま

せんでしょうか。 

それでは、議事に入ります前に大阪府死因調査等協議会規則第３条第１項に

よりまして、会長の選出をさせていただきます。委員の皆様、どなたかご推

薦いただけませんでしょうか。 

宮川委員：はい。 

司会  ：宮川委員よろしくお願いいたします。 

宮川委員：宮川でございます。公衆衛生の経験が豊富で、広い見識をお持ちの髙杉委員

を推薦します。 

司会  ：ありがとうございます。それでは、髙杉委員に会長をお願いしたいと思いま

す。 

     よろしくお願いいたします。それでは、髙杉委員におかれましては本協議会

の会長をお願いいたしますと共に、会長は本協議会の議長を務めさせていた

だくことになっております。併せてお願いいたします。 

     それでは髙杉委員、会長席の方へ移動の方お願いいたします。 

     それでは、会長より一言挨拶をお願いいたします。 

髙杉会長：髙杉でございます。ただいま、皆様のご推挙により、この会の会長という形

で進めさせていただきたいと思います。忌憚のないご意見をいただきながら、

死因、自然死というか色んな形で問題のあることにつきまして皆様の忌憚の

ないご意見を伺いながらまとめていきたいと思いますので、御協力のほどよ

ろしくお願いしたいと思います。 
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司会   ありがとうございました。また、本協議会の会長代理を大阪府死因調査等協

議会規則第３条第３項により、会長に御指名をいただきます。会長よろしく

お願いいたします。 

髙杉会長：それでは私から指名をさせていただきますが、私は医師会で色々今後協力を

ずいぶんとしていただくという形も出てこようかと思いますので、ぜひ宮川

委員にお願いしたいなと思います。いかがでございますか。（拍手）ありがと

うございます。それでは、宮川委員、よろしくお願いいたします。 

司会  ：会長に事故のあった場合には、宮川委員が会長代理となります。どうぞよろ

しくお願いいたします。それでは、議事に移らせていただきます。以後の進

行は会長にお願いいたします。髙杉会長、よろしくお願いいたします。 

髙杉会長：それでは、本協議会の進行を務めさせていただきたいと思います。では、さ

っそく議題に入りたいと思います。 

     議題の１、大阪府における死因調査体制の現状と課題について、これについ

て資料１でございますが事務局より説明をお願いしたいと思います。 

事務局 ：それでは、事務局を担当しております永井と申します。よろしくお願いいた

します。お手元の資料 1 と前のスライドは同じものを印刷しております。前

の方がカラーですので、ご覧になるにはこちらの方がいいかと思いますので

併せてよろしくお願いいたします。 

     それではまず最初に大阪府における現状をご紹介させていただきたいと思い

ます。資料を１枚めくっていただきまして１の１というところでございます。

これは大阪府の人口ビジョンで発表しております今後の大阪府の人口の潮流

ということでございますけれども、こちらに示しておりますように出生の方

がどんどん今減ってきている状態で、死亡数の方が上がってきているという

ような状況です。現在、ここ２０１７年でございますので８万のところ少し

クロスを超えたところでございます。２０４０年には死亡者数が１２万にな

るのではないかということで、当時大阪府としても発表をしているところで

ございます。なお、出生数の方はだんだん減ってきておりまして２０４０年

には５万人ということが推定されております。こちらは次のページ１の２で

ございますけれども人口ピラミッドの推定です。左側、２０１５年です。右

側が２０４０年を示しております。ブルーの方が男性で、オレンジの方が女

性ですけれども、現在こういう人口ピラミッドを描いておりますが、２０４

０年大阪府におきましても、若い世代が非常にスリムになっておりまして、

注目すべきはやはり、ここの９０歳以上が一番上ですけれども、女性のとこ

ろでは２５万人を超える方が２０４０年はいらっしゃるというような推定に

なっております。人口のピークにつきましていずれの男女ともこの６５から

６９あたりのところにピークがきているというような状況です。こちらは大
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阪府内の死亡者数と今後の異状死数の推計を表しております。この矢印から

左の方はいままでの実績値になっておりまして、右の点線を含めたところは

推計値ということになります。 

     今現在、死亡者数がこのように紫の棒グラフのように徐々に上がってきてお

りまして、異状死ということで検案事例になっている異状死数というのもこ

の赤い折れ線グラフの方でございます。ここからは少し推計値の方がスケー

ルが５年ごとになっておりますのでかなり立ち上がり大きく見えますけれど

も、ここはちょっとご了承ください。左の方、実績の方は毎年度なんですけ

れども、推計の方５年飛ばしで２０４０年までを書いております。先程申し

上げましたように死亡者数は１２万になるのではないかということで今現在

と同じ割合で異状死数があったとしても、この点線のように異状死の数も増

えるということで１万９千を超える数が推定されております。 

     これらのことを一覧表にまとめたものでございます。現在死亡の方が２０１

５年で８万３千人を超えておりまして、２０２５年には１０万を超えるだろ

うということでこの間１０年間で１．２倍ということが推定されております。

現在は警察による検視数が１万２千人で、大阪市内が４７００市外が７６０

０という数になっております。それから、その府民の方の年齢ですけれども

７５歳の方がいま現在１０３万人いらっしゃるわけですけれども、平成３７

年２０２５年の頃には１５０万を超えるということで、約１．５倍になると

いうことが推定されております。 

     また７５歳の人数だけではなくその暮らしという意味では、世帯なんですけ

れども、単独で７５歳以上の方がお住まいの世帯、単身の世帯は、現在 28万

世帯あるわけですけれども、これが４０万世帯の方が７５歳以上かつ単身で

お住みになるというような推定もされております。現在孤独死を含めた在宅

死が１万７千人くらいにということですので、単純にここの死亡者数の 

１．２倍をかけたとしても２０２５年には２万人くらいにはなるのではない

か、また、施設で亡くなっておられる方が今現在１０５３人ですけれども、

これも施設のキャパの問題ではありますけれども増えていくことが推定され

ております。 

     現在死亡されている場所についてでございますけれども、一番多いのは医療

機関ということでこの青い線のところでございます。若干頭打ちなっている

状況ではございますが、現在７７．２％の方が病院で亡くなられてる、医療

機関で亡くなられておられる。自宅で亡くなられているのが１５％というこ

とで、この緑の点線のところになります。比較的横ばい傾向かなという感じ

です。あと老人ホームというところが赤い線ですけれども少し増えてきつつ

あるかなと思います。１の６ですけれども、平成２７年の大阪府における現
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状ということでまとめております。大阪府内で人口動態からとっております

けれども８３,５７７人の方が一年間で亡くなられております。異状ありと異

状なしということで分けてはおりますけれども、異状ありというのは死因が

分からない、或いは交通事故以外の外因死をこちらの方で、異状ありという

ことで警察の検視、実況見分にまわるわけでございます。ですので、警察の

交通課の方で見ておられるのは、こちらの異状なしという、本来異状なしで

はないんですけれども、異状なしの方に分類としてはおりますので、交通事

故死はこちらに入っているとお考えください。そういう意味での死因が分か

らない方、或いは交通事故以外の外因死ということで、１２,０００余りの方

が 14.9%の方が検視検案ということになっております。その中で犯罪の疑い

があるというものを右のところなんですけれども、これが６９１件というこ

とで、これは法医学の先生方によって検案されたり、その後の司法解剖とい

うことになっております。犯罪の疑いが非常に低いという異状死体は、大阪

市内大阪市外でそれぞれ４４００程度と７２００程度ということで存在して

おります。大阪市内におきましては、監査医事務所の監察医の先生方によっ

て検案、死因が確定できない場合は監察医による解剖ということになってお

ります。市外の場合は警察医の先生方によって検案が全てなされておりまし

て、死因が特定できない、或いはもしかしたらもう一度犯罪の疑いをしっか

り見極めてということでありましたら、警察署長判断ということで一旦戻り

まして、再度こういうことで、調査法の解剖、あるいは承諾解剖ということ

で合計３７件の解剖が行われております。それで最終的に全ての府民の方の

死因が判明するという流れでございます。 

     ここで少し補足というところで出ておりますが、これは監察医事務所で取り

扱ったご遺体の分析でございます。年間で先程申し上げたように４,０００い

くつかの数があるんですけれども、その中で実に９４％が救急隊がまず現場

に行っております。救急隊の現着率が９４％。９４％以外の６％の方につき

ましては、救急隊が呼ばれているのではなく、おそらく腐敗が進んでいると

かいった場合には最初から警察が呼ばれている案件かなと思われます。この

９４％は救急隊が現着しているわけですけれども、その後の救急隊の対応と

いたしましては病院への搬送が３６％、このグリーンのところがございます。

薄い方のグリーンのところが不搬送ということで救急隊から医療機関のほう

へ運んでいないということになります。運ばないという場合には、どうなる

かと申しますと、警察へ引き継いでその警察の方から検視、実況見分へまわ

るということになります。病院等に搬送された事例につきまして、さらに分

析をしておりますけれども、そのような方がいつ亡くなったかということで、

死因となるイベント、梗塞とか出血とかそういうことから、一時間以内の死
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亡であろう思われるのを、短時間死とここでは定義しておりますけれども、

この短時間死が約半分４７％はそういった事案であったということが分かっ

ております。それ以外は１時間以内ではなく、もう少し前のイベント等の死

因だったということになろうと思います。これは発生した事案を右に分析し

ていったわけですけれども、ここのトータルの中で同じように短時間死、１

時間以内に亡くなっておられると推定されるのが３７％ございます。この 

３７％の内訳を見ますと、内因死が半分以上の５０．６％、自殺自死が３３％、

溺死が４％ということでした。この内因死の臓器別図を見てみますとやはり

一番多いのは循環器の内因死ということで、こういった疾患の場合には一時

間以内に亡くなっておられるということが見えて取れます。その次に消化器

系となっております。 

     ここからは少し大阪市内と市外の死因調査体制の比較をしてまいりたいと思

いますけれども、大阪市内につきましては、根拠法令が死体解剖保存法、大

阪市外につきましては、検案は医師法、解剖につきましては身元調査法、承

諾解剖につきましては死体解剖保存法ということの法律がございます。件数

は先程から申し上げております通り４,４００と７,２００、解剖の数でござい

ますが、大阪市内につきましては１,１３４件の解剖率２５．５％。大阪市外

につきましては３７件の解剖ということで０．５％となっております。実際

に検案していただいている医師ですけれども大阪市内は監察医の先生方で平

均年齢が５１．１歳、市外につきましては各地域の警察医の先生方で 

６４．１歳が平均年齢でございました。 

     解剖の場所といたしましては、市内は監察医事務所、市外の場合は五大学の

法医学の教室などでございます。府民からいただく手数料になっております

けれども、市内の方は１１,７００円を監察医事務所の方にお納めいただいて

おります。市外につきましては検案をされた先生方に３０,０００から 

５０,０００円ということで、額の定めは無いんですけれども平均してこれく

らいの額がお支払されております。 

     次に死亡場所別の検案数を見てみましたところ左が大阪市内、要するに監察

医事務所での事例でございますけれども、自宅で亡くなって検案になったと

いうことが７６％、次いで病院が１０％ということでございました。同じよ

うに大阪市外で警察医の検案になったというような事例は、自宅で亡くなっ

た方が６６％、病院で亡くなった方が２３％ということになっております。 

     ２の１のところが、すみませんスライドがとんだようなんですが、手元の資

料の方で大阪市内と市外の流れをかいたところでございます、ページ９の２

の１のところです。先程の比較表と同じことを書いておりますので、すみま

せんが、ここは省略をさせていただきます。 
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     次に検案、監察医事務所におきます検案と解剖数の１０年間のトレンド推移

を見ております。検案はこの１０年間で２００６年の時が４,０００ちょうど

くらいだったのですが、一番ピークの時でやはり４,８００位がここ数年間続

いておりました。２０１５年少し減った状況でありますけれども、冒頭申し

上げましたとおり今後の死亡者数が増えることを考えると、これはこのまま

下がるのではなく、おそらく一定増えていくことが考えられるかと思います。

解剖数はこの赤いところですけれども、解剖率ということで２５％くらいを

推移しているというところです。監察医事務所に運ばれたご遺体の居住の状

況等をまとめております。まず男女比率なんですけれども男性の方の年齢の

ピークが６５～７４歳のところにありました。女性の方はこの赤い方で示し

ておりますが、１０歳年齢が上になっておりましてピークが７５～８４歳の

方、これらの方々が検案になったということでございます。その方たちの居

住状況なのですが一人暮らし、独居というのがこの青いところです。５年間

を取っておりますけれども、この中で、５年間でやはり６％くらい独居の方

で検案になったという方が増えているというような状況でございました。家

族がいらっしゃる同居というのはほとんど変わりなく 4 割程度です。施設で

なくなったという方もほとんど横ばいで３，５、３．７、３．９というとこ

ろです。それまで、居住の状況が分からなかったというのが一定ありました

が、これはかなり警察のほうでも詳しく調べられたりしておりまして、随分

減ってきてはおります。これが、監察医事務所でのご遺体の中で死亡から発

見までにどれくらいの時間がかかったのかという分析でございます。集計が

途中ですみません。3月から１２月のものしかないんですけれども、左側が独

居の方です。お一人暮らしの方で自宅の中で亡くなったという場合だけです。

右はご家族なり同居の方がいらっしゃるということです。これを見ますと発

見までどれくらい時間がかかったかということなのですが、独居の場合はこ

の緑の４８時間以上、すなわち亡くなってから 2 日以上たって発見されたと

いう方が半分を超えているという状況です。ただ、その一方で死亡から死亡

前にどなたかと一緒にいた、あるいは死亡から 1 時間という事例のいくつか

パーセントがございます。６時間以内の発見で、１、２割近くあるかなと思

っております。それに比較しまして、同居、家族がいらっしゃる場合には、

亡くなる前から一緒にいた或いは、最後は看取ったという場合かと思います

けれども、死亡前から一緒にいらっしゃったどなたかが、これで２割を超え

ておりまして、死亡から１時間までっていうところを見ましても約５０％を

超えているような状況でございます。１～２時間といたしますと本当に６割

を超えてくるということで、やはり同居の方は死亡から発見までの時間が早

いということがうかがえました。こちらはその亡くなられた方が最終の医療
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機関の受診からどれくらいの期間が経っているかというものでございます。

左独居で右が同居のいらっしゃる方ですけれども、３日以内の受診というと

ころはこの紫のところでございますが、独居の場合も同居の方も一定いらっ

しゃいます。３日以内にどこかの医療機関を受診されてその三日後に亡くな

られたということです。で、一週間以内の受診歴があるというのが独居の方

で２割程度、同居ありの方だと３割程度いらっしゃることが分かりました。

同じように１～２週間以内に受診があったのが緑の部分ですし、例えば半月

に 1 回、あるいは１か月に１回というペースで受診をされていたとしたら、

こういうこの縦じまのところですけれども、この間の方々が１週間から１か

月以内に医療機関にかかったことがあるということが分かりました。それか

ら最後府民の意識というところでございますが、こちらは先程お示しした、

どこで亡くなっているかという場所の実態でございます。大阪府では単独調

査ができていないですけれども、内閣府の方で調査されておりまして、最期

を迎えたい場所はどこですかということで、国民に問われております。自宅

とお答えになった方が５４．６％ということですので、おそらく大阪府で同

じようなアンケートをしてもよく似た傾向があるのではないかと思われます。

以上、いくつか走って説明をさせていただきましたけれども、このような背

景がある中、我々大阪府といたしましては、この死因調査体制の課題４点を、

この４つを考えてみました。１点目といたしましては２０２５年以降の超高

齢社会に向けた死因調査体制ということで、高齢化に伴い、孤独死等の死者

数が増加するということが推定されている中で正確かつ的確な死因を特定す

る体制を整える必要があるということ。2番目に大阪市内と市外の検案体制の

違いが当然ございます。それはあるんですけれども、その体制全体を再構築

して少しでも差の少ないような体制が取れないかという点。３つ目は府民の

意識というところで、在宅での看取りですとか、穏やかな看取りを希望する

府民の方、あるいはその御家族の心情に配慮した検案の仕組みというものが

検討できないかという点。最終的にはやはり犯罪の見逃し防止ということが

大きな点がございますけれども、こういった社会要請にどう応えていくのか

ということで、この４点を大阪府としては現在課題として考えたところでご

ざいますので、今後、先生方のご協議を是非よろしくお願いしたいと思いま

す。説明は以上でございます。 

髙杉会長：ありがとうございました。これから皆様方にご意見を頂戴したいと思ってい

るのですが、一番最後に課題４点というのを４つ説明されましたが、それ以

前の部分で何か資料でご質問等あれば、どうぞ。 

峰松委員：資料の４、それから５のところで、最近の死亡数とか異状死数のトレンドを

お示しいただいています。死亡数は少しずつ右肩上がりになっているんです
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が、異状死数、或いは警察における検視数がここ５年間は減っているように

なっています。これだけ大きなマスのデータで下がっているというのは、そ

れなりの理由があると思うんですが、それは特に分からないですか。実際の

データしか分からないですか。 

髙杉会長：４ページと５ページの？ 

峰松委員：異状死数と検視数は水平ないしは右肩下がりになっています。死亡数は増え

てるんで、例えば検視にまわるのが少なくなる理由がどこかあるのかなと思

うのですが。特に分からないですか。 

甲斐課長：すみません。少しよろしいですか。警察本部の検視調査課長の甲斐といいま

す。異状死の数的には過去平成２５年から見ましても大差はありません。１

２,０００台でずっときてますので、何百となると数は少々ちょっと減ってき

たかなという気もしますけれども、そのように１２,０００は１２,０００台で

推移してますので、現場的にも実感するようなところはありません。 

峰松委員：この変化は多分現場では分からないと思いますよ。まとめてみて分かる変化

なので、これだけまとめたデータを扱っていて、この変化というのは何かあ

るんだろうと思うのが普通だと思うんですけど。それ以上の説明はできない

と思うのですが、死亡場所の検案数平成２７年ということで、これは１１ペ

ージですかね、円グラフで示してあって、大阪市内と市外で病院のパーセン

テージが１０％と２３％、これはものすごい差だと思うのですが、これは何

か理由はあるのですか。分からないですか。 

事務局 ：理由については分かりませんが、死亡の確認の場所の取り方とかももしかし

たら少し影響しているかもしれません。 

峰松委員：大阪市内と市外の検案の仕方に違いがあり、今後どうなるのかというところ

を考えると、このデータは非常に大事なので、やっぱり理屈があるかどうか

は、もし分かれば教えていただきたいなと思って質問したわけです。 

事務局 ：詳細が分からない、と言いますのも、どこで亡くなっていたかということで、

検案の指示書というものが警察で出されるんですけれども、それの場所など

を書いておりますので、そこの死亡の場所がどこであったかを、どう捉えら

れたか、ということが少し、もしかしたらバイアスがかかっているかもしれ

ません。 

髙杉会長：検案の場所そのものに関して言うならば、病院の市内と市外で、この差があ

るということではあるんですか。 

事務局 ：検案にまわった方が亡くなった場所について差があるということ。 

髙杉会長：亡くなった場所。 

峰松委員：医師会でも分からないですか。 

宮川委員：宮川でございます。我々データは無いんですけれども、ただ、東京と比較し
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ますと私どもは 先生方もご存知と思いますが、東京のデータは先生のおっ

しゃるとおり右肩上がりであると思います。実際そういうデータが出ており

ますので、それと比べて何故大阪がこれまでとどまっているのかということ

を今後或いは色んな面でデータを集めて検討していかないと分からないだろ

う。例えば何らかの形で抑制をかけざるを得ない状況、実際監察医事務所の

キャパシティー等様々なものからいくと、相当限界に達している部分がある

のか、その推察は確かにできるかもしれない。ただこれは今後もう少し様々

な、我々知らないことが多すぎますので、情報を是非集めていきたいなと思

いますし、それから大阪市内ご存知の通り、高齢化率はやはり府下よりも少

し進んでおりますので、先程から我々の言っております孤独死ということが

ございますので、それとは言い切れませんが、それも一つの要因ではないか

と思います。これはやはり何らかの調査なり、調べていかないことには、明

確なことはお答えできないかなとは思っております。 

髙杉会長：はい、竹中委員。 

竹中委員：市外でございますので、警察医が検案している事例だと思うんですけれども、

警察医が病院へ出向いて行って検案をしてるということでございます。従い

ましてこれは、病院へ運ばれても病院の先生が死亡診断書もしくは死体検案

書を書いていただけない、そういうことが割りと多くございまして、その時

に亡くなられて、警察医が呼ばれて、そしてまた新たに死体を検案して、書

いているという例も含まれていると思いますので、我々としては、病院へ運

ばれれば、病院の方で例えばＣＴとかエックス線色々取っておられて、病院

の先生方は大体診断をつけておられると思うんですけれども、何等かの理由

によって死体検案書、死亡診断書を書いていただけない例があると、それも

含まれているのではないかと考えております。 

髙杉会長：ですから、この数字は、病院で一応お亡くなりになっているふうに見て、警

察医が先生のところに呼ばれて、死体検案をなされた数字かと。 

 竹中委員：警察医の希望としましては病院で亡くなられた場合は、できるだけ病院の先

生方にお願いできないかと。 

 峰松委員：今の話は、極めて大事です。実は病院に担ぎこまれた時に既に心停止してる、

すなわち、death on arrival（DOA，到着時死亡）の時には、例えば Ai を

使って何かないかと調べたりします。しかし、病院で少し検査したぐらいで

は死因がわからないことは多い。中途半端に死亡診断書や死体検案書は書け

ません。さらに事件性の有無については、病院の方でなかなか分からないの

で、結局警察にお任せするというビヘイビアになっています。以前福島県大

野病院事件で２４時間以内に警察に通報しなかったからということで、後で

主治医が逮捕されたことがありました。あれがものすごく影響があって、病
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院のドクターは心停止で担ぎ込まれたりした時の診断書をそう簡単には書け

ないというビヘイビアになってしまいました。多分ここらへんを解決しない

と、今後の問題解決は上手く行かないんじゃないかなと、私は認識してます。 

 竹中委員：交通事故に関しましては、色々な後のトラブル、保険の問題、そういうこと

が絡んでまいりますので複雑だと思います。   

 髙杉会長：一応、これは今説明のあった資料についての質問でございました。それでは、

その次に、今行政の方から提案がありました今まで申し上げたことの中を大

きく４つのテーマに分けて課題というか、ここで示されておりますが、この

課題についていかがですか。このような形で議論を進めさせていいでしょう

か。どうでしょうか。もっとも途中からプラスアルファの何か論点が出てく

れば、当然ながらそれは、皆さんに議論をしていただくということですが、

一応この４点を順次やる中で、皆さん方の色んな意見を集約していきたいと

思うのですが、それでよろしいですか。はいどうぞ。 

 宮川委員：今の会長のおっしゃった通りでよろしいと思うのですが、ただ一つだけ確認

させていただきたいんですけれども、昨年私ども大阪府死因調査等あり方検

討会で、本日のメンバーも何人か出させていただきました。冒頭藤井部長の

方から最終的に結論には至らなかったけれども、貴重な意見をいただいたと

いう言葉をいただいております。６回行ったわけですけれども、現在大阪府

のホームページにも、その議事録が出ておりますが、その時の最後に、我々

が３つ提案させていただきました。１つは、大阪監察医制度を廃止してはな

らないということ、２つ目は監察医制度を土台として施策を進めていくべき

であると、３つ目が死因調査等推進協議会を設置していただきたいというこ

とで、この３つ目は本日の会になるかと思っております。その際、前部長か

ら具体的に監察医事務所についての見解を委員の方々からまとめていただい

たということでありますが、今回のまとめを基に協議会にまた、協議を高め

ていきたいと思っておりますということを、お言葉をいただいておりますの

で、現状いま、いくつかの資料に対する御意見、質問が出た中で、監察医事

務所が相当数を担っているということが一つ確認できたかと思いますのでそ

の精神を規範にして進めていくと。さらに、素晴らしいものがあればそれは

どんどんやるべきだと思いますが、そういうことを含めこの４つのテーマで

考えていきたいなと思っております。以上です。 

 髙杉会長：ありがとうございました。他に何かこの４点についてこのような進め方とい

うことで何かご意見ありますか。無いようでしたら、この順番で一応進めさ

せていただきたい。その中で当然ながら宮川委員が監察医事務所そのものの、

前回、色々ご議論があった中で、これをどう持ちこたえていくかと言ったら

あれですが、みんなで支えていく形が、どういう形でできるのかという議論
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をしていただければと思っております。それでは、１７ページの死因調査体

制の課題４点という案の形で示されておりますが、これで議論をしていきた

いと思います。１と２というのは、どちらかというと体制の話ですので、１

番の２５年度以降今現在も問題は色々あるんですが、高齢化社会に向けての

死因調査体制をどういうふうに構築してくのかということ、それから大阪市

内と大阪市外の検案体制に随分と差があるという中で、これをどのように見

ていったらいいのか、やり方を含めて何か工夫がないかというようなことも

含めてご議論をいただければありがたいなと思います。申し訳ございません

が、初め、ご意見の前に、挙手というかお名前を言って、そうすると議事録

がやりやすいと思います。実は今日委員として山口委員が、実は欠席なんで

すが、あらかじめ少し意見をいただいております。皆さん方のご意見の前に、

これもどうかという気もするんですが、ただ議論沸騰で一番最後に、もっと

意見のと思いますので最初に悪いですが、山口委員のご意見というのを事務

局から説明をしていただきたいと思います。 

 事務局 ：はい。今先生方のお手元にも、山口委員の了解を得たうえで印刷したものを

お配りしております。山口委員の方から本日の協議会に向けて、このような

ご意見をいただいております。少しかいつまんでご紹介をさせていただきま

す。失礼いたします。大阪府の７５歳以上の高齢者人口が１．４８倍、単身

者世帯が１．４３倍になることを考えると、死因調査の必要な異状死も当然

ながら増加すると思われます。高齢者の増加率が高い大阪府において今後深

刻な社会問題になりえることは確かです。ということの冒頭から始まりまし

て課題１．２のところのご紹介をさせていただきます。課題１についての山

口委員のご意見です。特に高齢者に向けて、かかりつけ医を持つことをさら

に奨励し、独居者や高齢者のみの世帯が特にかかりつけ医の氏名、連絡先を

分かりやすい場所に明記することを普及させる。死亡が発見された時点でか

かりつけ医に連絡し、死亡診断書の作成、発行を進める。その為に日本医師

会で実施されているかかりつけ医の研修などで死亡後に連絡のあった患者の

死亡確認と死亡診断書の作成、発行についても取り入れてもらうように働き

かけてはどうか。課題２のところに対しましては、できるだけ不平等感を無

くす方向で検討していただきたい。監察医制度も非常勤の監察医に頼ってい

る現状を考えると予算的な問題はあると思うが、本来は大阪府として常勤の

監察医を配置できるような体制作りが理想ではないかと思う。課題１と２に

ついてのご意見は以上でございます。 

 髙杉会長：課題３はまた、のちほどということで、御披露申し上げますが、これが山口

委員のご意見としてあります。それでは、委員の皆様方から忌憚のないご意

見をお伺いしたいと思います。どうぞ、よろしくお願いします。はい。どう
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ぞ竹中委員。 

 竹中委員：警察医会の竹中でございます。これを議論する時に、死体を実際検案する以

前の問題と、その後の問題と分けて考えたほうが考えやすいんではないかと

思います。と言いますのは、この本日の資料の１４ページを見ますと４８時

間以上経過しての発見が半数を超えているというのもございます。死体検案

は時間が経てば経つほど難しくなってくるのは当たり前でございますので、

できるだけ早い時期に発見をして調査をするということが必要なんですけど、

２日以上たって発見される人が半数以上いる、やはりこれは問題ではないか

と思っております。従いまして、このへんをどういうふうにするか、これは

単身所帯の問題だけ色々と議論されておりますけれども、２人所帯、老々介

護をしておられる所帯、そして認知症の問題、そういう所帯もどんどん増え

てきますと、ますます発見が遅れてくるのではないかと思いますし、その辺

介護の問題とかケアマネージャー、介護者、訪問看護の皆さん達と、連絡を

取り合いながら、少し悪いなという時には回数を増やしていくとか何らかの

対策をたてるべきではないか。それからもう一つ医療側の問題としまして、

医師法の 20条、医者は実際に診察をしないで死亡診断書を書いてはいけない、

ただし２４時間以内であれば、診なくても書けるという問題が誤って解釈さ

れ、２４時間以上経てば死亡診断書は書けないんだと考えているかかりつけ

医、医者が多いわけでございます。それをもう一度ちゃんと、公報や医師会

の方で教育ですか、講義しなおして、正確な知識を得ていただく、以前もそ

れに関しまして大阪府からも通知がでて２４時間というのは、必ずしもそれ

が過ぎれば書けないのではないと、それを過ぎても、もう一度診察した上で

異状がないということであれば、死亡診断書を発行してもらっていいという

通知が出たんですが、実際の現場では、それじゃ一体どれ位までだったらい

けるんだと４８時間以上、それでもいけるのかというふうな、そういう色々

な議論が出てきておりますので、その辺の整理もしていただきたいというふ

うに考えております。それが私の考えました、死体検案以前の問題でござい

ます。 

 髙杉会長：確かに大きな問題を含んでおると思いますが、他にご意見ぜひいただきたい

のですが。はい 

 金田委員：竹中先生のご指摘に我々として考えられるとすれば、例えば最近、ウェアラ

ブルセンサーというのがあって、色んなモニターをすることができると   

少なくとも心拍数だけでも、その独居の人のモニターをして、それを開業医

でも把握できるようにする。そういうことで、いくつかのそれぞれの地域を

管理していくという、どれくらいそのプライバシーに踏み込むんだという方

もいらっしゃると思いますけれども、少なくとも独居ということが分かった
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時点で、そんな一つ一つ人が歩いて訪問できればいいですけれども、そんな

モニタリングというのも今後考えないとダメなんじゃないかなと思っており

ます。 

 髙杉会長：それはまああの直接的な死因をつける前にもちろんその前に心停止とかいろ

んなことがあるので、それをどう把握していくか、ここでその部分を行政が

何かうんぬん言うのは少し今難しい問題を含んでいると思うが、在宅の患者

さんの状況をどう把握して行くのかについて別途考えていくご意見と理解し

ます。 

 金田委員：要するに今、できることと、それから中長期的にやっぱりやらないとだめだ

ということを分けて対応していただくというのが必要なんじゃないかなとい

うふうに思います。 

 髙杉会長：ありがとうございます。 

 榮木委員：訪問看護ステーション協会で大阪の訪問看護師の活動をとりまとめておりま

す榮木です。どうぞよろしくお願いします。医療保険で訪問看護が始まりま

してもう２４年です。大阪府医師会の先生方、病院の先生方と一緒に在宅で

の看取りを、データにもありましたように、家での平穏死を求められる府民

レベルでの意識も随分広がって、治療を諦めて家で最期を、最期だけでもと、

随分ここ２、３年ですごい勢いで広がっています。先生方が死亡診断に夜中

行っていただくとか、訪問看護師も行って、２４時間体制で頑張っていると

ころです。今日の様々なデータにもあるように、病院に送らなくていいと申

し合わせをしてＡＣＰを整えていたにも関わらず、ケアマネージャーや、た

まにやってこられた家族が送ってしまったというようなケースとか、がんの

方も最期にそんな状況になられたりします。それから循環器の末期的な一応

歩いてなんとかあまり助けを借りないで生活しておられる様な方が、急に亡

くなられる場合、精神疾患の方、どうしても警察のお世話になるということ

が逃れられないこともあります。かかりつけ医推進をご一緒に進めるなかで、

検案になるケースを減らせているとは思います。そういうところについての

ケアマネージャーや府民やヘルパーさんたちへの啓発をすることで、今日の

課題の３番と４番の見逃しや、早くに発見するという先程竹中委員がおっし

ゃられた、そういうことも解決できるんじゃないかと感じております。ＩＣ

Ｔを活用した死亡診断に関するガイドラインが出まして、東京でもこの研修

を訪問看護師にしていこうという動きがあります。大阪においても意見を求

められますが、まだまだ、かかりつけ医体制、在宅死できちんと死亡診断を

していただける先生を上手くきちんとマッチングしていく、病院との連携を

きちんとしていくという事が、できると感じております。以上です。 

 髙杉会長：ありがとうございます。はいどうぞ山田委員。 
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山田委員：府警本部の山田でございます。警察の立場から言わせていただきますと、ま

ずはこの（４）にあります犯罪の見逃しの防止、これが 1 番の大きな目的で

ございまして、その為に府警内部の検視調査課の体制も増員をかけて充実さ

せているところであります。それで孤独死等々（１）なんですけども、こう

いった現場に必ず警察官が臨場します。まずは警察官が臨場し、そして市域

外でありましたら、本当に警察医の先生に御苦労をおかけいたしまして検案

書等を書いていただいておる。その為に警察としましては身辺調査と言いま

すか、いわゆる通院歴があったのかであるとか、或いは周りの方から話を聞

いたり、いわゆる警察医の先生方に、そういった情報を提供した上で検案を

していただいているというところであります。従いまして、このかかりつけ

の先生でありますとか、或いは搬送されました病院の先生がそういった死亡

診断書等を書いていただけるよう推奨していただくことは本当に警察の立場

から言いましても業務の遂行、色んな警察医の先生の御苦労等々、勘案しま

してかかりつけの先生等に、できる限りそういった死亡診断書等書いていた

だけるように何か良い施策があればというふうに感じております。以上です。 

髙杉会長：ありがとうございます。今しっかりとかかりつけ医を持って、日頃きちっと

診ている先生方にしっかりと警察医の代わりとは言わないけれども、診断書

が書けるような形でというふうな、特に在宅医を含めてそういうふうなご意

見というのを聞いたんですが、宮川委員、何かこのあたり。 

宮川委員：宮川でございます。（１）に関連して、今のご質問だと思うんですけど我々か

かりつけ医が実際どの程度の患者さんを在宅で看取っているか、ということ

ですが、これは大阪府さんの御協力を得まして在宅医療推進コーデネーター

事業というのがございます。これで各地区医師会が様々な調査をしました。

全てではございませんが、やはりどの程度の在宅の方を看取っているかとい

うことで、少しずつ分かってきている部分がございます。まだまだ本当に一

部しか分かっておりません。またこのようなデータを見させていただきまし

て、特にこの、亡くなられてどの位で発見されているかという話がございま

した。我々感じておりますのは、現場の状況さらに我々医療現場の状況、か

かりつけ医がどのような状況で携わっているかということを、もっと調べな

いとならないですし、それと消防隊の方々が来られてどのような状況なのか、

警察の方が呼ばれてどういう状況なのか、そういうことをもう少し、かなり

調べていかないことには、次の体制を組むためにあまりに情報が少なすぎる

というのを昨年度からですけど、特に感じております。ですから、ぜひ様々

な分野で先程も病院の先生からお話しがあってなぜ書けないのかと、そのへ

んのことも現場の先生方に。全然そのお声を聞いた資料というのが多分無い

ですし、その辺が次へのステップの大きいきっかけになると思いますし、そ
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こは乗り越えられるものだろうと思いますので、まずは多くの情報をしっか

り見ながら、こういうところは必要じゃないかというところを出して、それ

をしっかりと調べた上で、早急にですけれども前に進んでいくというのが普

通だと思っております。もちろんかかりつけ医は全て努力していきたいと思

っておりますが、どの部分をクリアにしていくべきか、まだまだわかってい

ないところがございます。以上です。 

髙杉会長：確かに情報がしっかりとその現場そのものの情報が把握できていない中で、

全てかかりつけ医にお願いしますというようなことはなかなか難しい部分が

あろうかと思いますが、それぞれの立場で少しでも協力できることに関して

お願いをできればと、この時点ではそれしかないと思います。それからはや

っぱり少しつっこんで、色々議論をしながらブレイクダウンしてきっちりと

した体制を取っていくということになろうかと思いますのでその点に関して

もよろしくお願いしたいと、御協力お願いしたいと思います。はい、藤見委

員。  

藤見委員：大阪急性期総合医療センターの藤見と申します。今まさにおっしゃられた、

そのかかりつけ医と、その病院の勤務医のことなんですが、１１ページのと

ころで先程も少しあった検案の、場所別の検案数なんですけれども、今宮川

先生がおっしゃられた、やはり現場の意見というか、自宅に関してはそのか

かりつけ医の先生の意見が必要だと、一方病院でいわゆる検案されている例

ですけれども、具体的に言うと我々病院に運ばれたら基本的に病院で書くと

いう文化が無いというのが現状で、それは色々な神話があって、書いたら何

か訴えられるか分からないので書いてはいけないということで実際最近、北

海道から来た医者がおってですね、北海道では 「循環器疾患（疑い）」で書

いてます、みたいなことを教えてもらったりですね、色んな、本当にこのあ

たりって、学校で習ってると思うんですよ、僕もあんまり覚えてないんです

けど、そういう教育っていうのが、病院のドクターに必要なのかな、という

ふうに思っていますね。そうすると病院の先生が先程この１１ページの 

１０％であるとか２３％の分をなんとか書く文化ができれば、そういう意味

である意味正確というか、適切な死因をつけることができるのかなと思って

ますんで、教育かなと思ってます。以上です。 

髙杉会長：ありがとうございます。病院そのものが、勤めているドクターが、どちらか

というと、我々の仕事ではないと言わんばかりの、少し今までの経験から見

ると、そういうような意識がないとは限らないという状況の中で、要するに

病院の先生方にもきちっと検案もでき、しかも死亡診断書も出せるんだとい

うこと、そして、それを書くにあたっての色んな知識を、例えば研修してい

ただくなり、研修医にそういうことを、きちっと伝えて教えていくというシ
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ステムが、ひとつは病院のサイドでも必要だということの意見を、藤見先生

はおっしゃったんだろうというふうには思いますが、その点は多分委員の皆

様がたも御同意できると思いますので、この分もよろしくお願いしたいと思

います。他にご意見何かありますか。はいどうぞ。峰松先生。 

峰松委員：死亡者が１．５倍になると書いてあるのですが、高齢者の病人が１．５倍と

か、２倍とか増える結果なんです、そうすると今の医療体制、急性期の医療

機関で、対応できなくなる。今、健康医療部でもやってる第７次医療計画で

2025年、2035年の段階での医療供給体制をどうするか、厳しい議論を重

ねています。結論として、在宅療養の患者さんたちを増やさざるを得ない。

病院で診るのでは限界がある。ところが在宅で看るというのは、言うのは簡

単だけど誰が看るんだと、多分これは医師会レベルで相当揉めてるんではな

いかというふうに思います。問題解決の為には、今までのやり方、病院と診

療所、それから診療所と在宅の医者、それから先程言った訪問看護の関係を

もう１回見直して、前向きな役割分担を進める。その為にはさっき言った教

育等も含めて検討する。一般の医者は検案書の書き方すら習わないんですよ

ね。だから、そこらへんをやっぱり見直して、書けるものはできるだけ書い

た上で、どうしても分からない異状死と言わざるを得ないものを、どうする

かという議論にしないと、多分もう、全てがダメになると私は思っています。 

髙杉会長：ありがとうございます。はい、どうぞ。 

宮川委員：宮川でございます。今ご指摘いただきました通り、かかりつけ医を中心にし

て、在宅というのは、当然多くの訪問看護師さんはじめ他職種の方々と連携

して現在進めております。それは先程も申しましたとおり、大阪府さんも、

その方向で全く意見を一致して進めております。ですから、当然我々が看取

らねばならない数といいますか方々というのが当然増えていくだろうし増や

さなければならないと、その為に従来の研修、今のご指摘のとおり、いわゆ

る検案書をどう書くかということ含め進めていかなければなりません。もち

ろん何もやっていないわけではなくて、２年前から警察医会さんと協力して、

そのような研修会を我々やっておりますので、その通りやっておりますが、

これはずっとやり続けなければならないというふうにも考えておりますので、

必要な研修会はどんどん進めていきたいというふうに、もちろん考えておる

ところであります。それから本当に訪問看護師さん達には大変お世話になっ

ておりますのでその辺どう連携をとっていくかということと、まさに先生ご

指摘のとおりに、病院さんと我々の関係というのも、かなり深くはなってき

ておりますので、その辺をもっと密にやっぱり話し合いできるか場が必要だ

というふうには思っております。 

髙杉会長：ありがとうございます。お互いの連携をブレイクダウンしてきちんと話し合
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いというよりよい方向をお互いに連携してきちんと構築していく為には。そ

ういう会議も場合によったら、持ったらいいというふうに思いますよね。そ

れがどういう形になるのか、場合によっては、この委員会の、協議会のワー

キンググループみたいな形でサブの形でそうゆうワーキングを作ってもらっ

て議論をして、きちんと、それぞれの職種が独立するのではなくて、それぞ

れが連携して、より良い方向を模索していく、これが大事だろうと思います。

それもちょっと考えていただきましょう。はい。他に何かございますか。は

いどうぞ。 

榮木委員：先程、若い先生方への死亡診断の教育というお話がありましたけれども、訪

問看護師においても、もちろんベテランの病院経験をされた方が、どんどん

６０過ぎてからも活躍なさってまして、そういう方々に家での看取りの教育、

それもやっています。もちろん診断はできないんですけれども死亡の兆候を

確認することはできます。ＩＣＴ活用での診断は大阪ではあまり必要ではな

いかと思うのですけども、府民に教育する、ご家族さんに教育すると、覚悟

を持っていただくとか、おそらくこうゆう死因で亡くなられていくだろう、

というのは、把握して概ね合意に沿ってチームで共有する為の、我々への教

育も必要です。まだまだ私たちの自助努力でやっていますが、小さいステー

ションが数は増えているんですけども、質の方が追いついていないので、こ

れも合わせて教育が必要です。大阪府の自宅での看取りのデータは１５．３％、

私が活動する中央区というところでは多いときには 18～20％、大阪市内は

16.8％ということで、わずかなようでございますけれども、市内ですけども、

随分そうゆう努力でやっていっても限界を感じています。それはサービス付

き高齢者住宅にいよいよご家族が大変で入ってしまわれる。有料老人ホーム

の住宅型、それからグループホームでの看取りをしてほしいけど、やっぱり

（医療的）パワーが無いので病院にということになり、府民のニーズとはな

かなか体制も追いついてないということです。犯罪に関して心配なことは、

高齢者虐待のことと、小児の呼吸器をつけてる方もお家へ返してくださって

いるんですけども、家族でできるよということで、訪問看護を中止してしま

われたり、心配なケースもあります。訪問看護師へのそういった教育もお願

いできるチャンスがあればなと思います。 

髙杉会長：はい。今、教育ということについて、医師だけでなし、看護師の教育という

ことについて、お伺いをしたところでございます。ところで大阪市内と府下

との府全体の、随分と体制が違うがゆえに随分と剖検例も含めて色々あるん

ですが、今協力という意味では、開業医の先生あるいは、病院の先生、こう

ゆう先生がたの協力を得ながらというお話しは出ましたが、竹中先生、それ

以外に何かお考え少しありますか。 
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竹中委員：はい、竹中でございます。検案体制につきましてちょっとお願い。警察医の

現状のお話しを申しあげまして、要望等お願いしたいと思いますけれども 

警察医は現在各警察署に２名ずつ配属されております。大阪府下に警察署は

大阪市内が２８署、府下は３７全部で６５署あると思うのですが、各警察署

に２名の警察医がおります。これはもう法律で決まっておりまして２名以上

はどうすることもできないということでございますが、実際検案を取り扱っ

ている警察医と申しますのは、各警察署管内で相当なばらつきがございます。

先程のグラフにもありましたように検案書の６１％を警察医が処理している

ということで我々非常に大きな責任を感じているわけなんですけども、各警

察署によっては年間３００体以上、少ないところでは３０体と、非常にばら

つきが多いわけでございます。３００体以上やっている警察署も警察医は２

名しかおりません。そういうことで、そのバランスをなんとかしてくれとい

うことを、もうちょっと増やすことはできないかというふうな要望も色々し

たんですけど、これはもう法律で決まっているのでどうすることもできない

ということでございまして警察医によっては、もうこれ以上できないと、特

に警察医も高齢化しておりましてなかなか後継者が手を挙げてくれないとい

うような現状もございます。このままでは警察医が疲弊してしまうというよ

うなことがありまして、できれば最終的にはこういった死体検案とか警察業

務に協力していただける、警察協力医というような方を応募するしか仕方が

無いのではないかというふうにも考えておりますのでその点考えていただき

たいというのが１点。その時問題になるのが身分保障なんですが、警察医が

出動いたしましてパトカーが迎えに来てくれるんですけども、そのパトカー

が事故を起こして入院したということがございます。しかしそれの保障とい

うのも、ほとんどされていなかったような状態で、警察医の身分も持ってな

い、そういう民間の先生がやった時にどういうふうなことになるのか非常に

心配がございまして、まだ積極的にそれを行うことができない状態になって

おります。それからもう１点は、我々警察医は特別な教育とか講習を受けて

警察医の資格をもらったとか、何らかの国家資格を持っているというもので

はございません。ほとんどの警察医は普通の臨床医でして内科とか外科を標

榜しながら、その傍ら警察署長の要請に応じて死体検案をやっているという

のが実情です。もちろん中には法医学教室出身の先生もおられますけれども、

実に少ない１０名以下というふうな状態でございます。そういうことでござ

いますので、そういう臨床をやっている警察医が何のそのツールといいます

か道具もなしに全く初めてのご遺体に対して、それを見て死因を診断しなけ

ればならないわけであります。そういうことで一つは情報が一番欲しい、も

ちろん現場に関しては、いくつかいただけるんですけども、我々が欲しいの
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は医療情報でございます。それがなかなか入ってこない。一つは警察から問

い合わせいただいても、個人情報保護法がございまして守秘義務という名目

のもとで、特に大きな病院ほど、その情報はいただけないというふうな現状

がございます、そういう点を何とか正していただいて警察から要望があれば、

すぐにいただけるというような、そういう体制を作っていただけないか、と

か、それが一つ目の問題です。それから２番目は大阪市内は監察医がござい

ますので、監察医の先生が解剖という大きな手段を持って死因を見ていただ

けます。しかし府下の警察医は解剖はできませんので全然そういうツール的

なものなしで、自分の目で見て触ってそして自分の今までの経験によって診

断をつけているわけでございます。そういう点から言えば今あの Ai ですね、

死亡時画像診断、これはもう是非いれていただきたいというのが大きな要望

でございます。少なくとも監察医事務所に１台入れていただければ、それを

府下の皆様が共同で実施をできるのではないか、そうするとますます死因究

明に関しては大きな力になるというふうに思っております。また、民間の病

院でも協力してＣＴやってあげようという病院もあるんですけども、死体を

生きた診断の台に乗せるのはダメだということもあって、ちょっとご協力い

ただけていないところがあるんですけれども、そういう協力がもしいただけ

るようになれば、それも大きな力になるのではないかと思っております。そ

ういうAiですね我々としても一つの大きな要望でございますのでぜひお願い

したいと、予算の絡むことでございますけれども、これだけは大きくお願い

しておきたいというふうに思っております。それから、市内の状態ですけれ

ども、市内はいま監察医制度がございまして、市内の警察医はほとんどが、

交通事故に関しては死体検案をやっておりますけれども、それ以外は全て監

察医の先生方にお願いしております。従いまして大阪の監察医の先生方の制

度は非常に優秀でございまして、非常に高い死因究明の実績を上げておられ

ます。しかしご存知のように、監察医事務所は非常に老朽化しておりまして

監察医の先生方も嘱託とか大阪だけでなしに他からも来ていただいていると

いうような現状がございますので、これをなんとか充実して東京並みと言い

ましても大変でございますけれども、少しでも良い施設と人員の配置をお願

いしたい、そういうお願いを持っておりますのでどうぞよろしくお願いいた

します。 

髙杉会長：確かにいま監察医事務所そのものが非常勤ばかりでやっておる中で、限界と

いうのは当然あるだろうと思います。ここらへんも精査しながら、また行政

にどのような対応をとっていただけるのか、考えてもらいたいなと思います。

それから大阪市内以外の、市外の警察医の先生方に対して、どういう形でサ

ポートが実際にできるのか、各病院あるいは開業医の先生のサポートという
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のも当然でてきたんですか、色んな形でのサポートというのも少し工夫を凝

らして、行政少し考えてもらおうという気はいたします。 

竹中委員：ちょっと言い忘れましたけども、今言いましたように私ども本格的に法医の

勉強というのは実際にはやったことがないもんですから実際に死体を見た時

に迷うことが多いわけです。こういう所見があったとき、どう判断したらい

いのか、これをどういうふうに判断したらよいのかそういう時に法医専門の

先生方にアドバイスしていただけるような、ホットライン的なそういうもの

を設けていただけたら非常にありがたいなと、これは先程の大学とか大きな

病院の先生方が死亡診断書もしくは死体検案書を作成する時に迷われること

もあるとおもうのですけれども、そういう時にも大きな力になるんじゃない

かと考えておりますので、またよろしく。 

髙杉委員：ありがとうございました。はい、どうぞ。 

山田委員：山田でございます。竹中先生がおっしゃっていただいたことは、本当に我々

警察としましても、よく重々承知しているところでございまして、確かに警

察医の先生とおっしゃるのは、警察本部長から委嘱を受けた方が１署２名に

なっておりまして、例外なくということじゃなくって、ある署については協

力医という形でプラスアルファで、数名の先生と一緒にやっていただいてい

るという場所があるわけですけど、おっしゃいましたように、そういった保

証がございませんので、委嘱されていない方についてはそういう問題もある

ということで非常に先生方の御苦労も多いかと感じております。それ事件性

の判断に迷った時に、その相談アドバイスをしますとか先生がおっしゃった

Aiを導入した時のAiを見れる先生が必要というようなことを、やっぱり考え

ますと、その監察医の先生と言いますか、その法医の先生ですね、いわゆる

臨床もできる法医の先生を増やしていただくというようなことにたどり着い

ていくのかと感じておりまして、今現状を見ますとやっぱり、私も外からし

か分かりませんので、法医の先生の絶対数が足りてないんじゃなかろうかと、

これは短期的な話でもなんでもなくって将来的な中長期的な構想として、い

わゆる監察医の先生もフォローしていただくか、あるいは Ai を見られる方、

あるいは解剖もしていただける法医の先生を増やしていっていただくという

ことを検討していただいたらいいのかなと感じております。 

髙杉委員：ありがとうございます。他に何かご意見ございますか。 

峰松委員：私は去年の検討会にも参加しました。実はその時初めて、阪市内と大阪市外

の監察医がいるかいないかを知って本当に愕然としました。これが同じ大阪

府下で起こっている。他の都道府県の話だったらまだ納得せざるを得ないん

ですけども、それが大きな問題だと思います。だからちょっとこのテーマ、

先程の山口さんの意見書にもありましたけれども、この格差をこのまま放置
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していただきたくない、何らかの形で監察医制度をもし続けるとするならば

その恩恵を市外の方にも是非及ぼしていただきたい。その中で Aiの問題、も

し Aiセンターを監察医事務所に置くんだったら、そのサービスは大阪市内だ

けではなくて、府全域に及ぼしていただきたい。先程の相談窓口も同じです。

でないとこの同じ死因究明と言いつつ、大阪市内と市外とで全然質が違う、

各負担の度合いが違うのはちょっと許せないんじゃないかと思います。ただ、

問題を解決する為には人が増えればいいというのは確かにそうなんですが、

多分法医、それから私が知っているのは病理の先生なんかも、ものすごく少

ない。病理医が東北地方のある県でいなくなってしまったとか、法医もたぶ

ん同じ感じで他の都道府県の応援がなかったらできない、大阪、東京は多分

まだましなんでしょうけれども、それでもそんな欲張りは言えない状態、特

に新専門医制度が始まるとこれ皆無になるんじゃないかと、そこらへんは大

学の先生に展望なんかがあれば教えて頂きたい。法医不足の問題は非常に深

刻であるということを基に、程言った Aiのセンター化とか、相談窓口とか法

医以外の人を上手く育成してカバーするということをしないといけないんじ

ゃないかなと思っています。 

髙杉委員：どうぞ金田委員。 

金田委員：教育というのは非常に大事で私どもも実は、今日も松本先生来られてますけ

ども、死因究明学というコースを、修士、それからドクターもいけるコース

ですけども３年前から作って、割と今は開業医とか研修医も受けるようにし

てきておりますので、さまざまな死体検案書の書き方とか、もちろんどうい

うふうに死因を分析するんだということも教育を今やっているところですの

で、そういうところから出たひとが、例えば１年は警察医になる。それから

大阪府の他大学におきましても、やはりそのような教育コースを今後設けて

いただくというようなことが必要なのではないかなというふうには思ってお

ります。それから先程警察医の話ですけども、今、どういうふうにしてリク

ルートされているんですか。また推薦ですか？  

竹中委員：ほとんど医師会推薦ということにはなっています。その候補者があとおらな

いものですから８０歳以上の警察医がまだ現役で働いています。 

金田委員：府下の５病院とか５大学とか、そういうところから必ず１名は出すとか、と

いうような。一人に負担をさせるというのは私は間違っていると思っていて、

例えば２年間経ったら次の人に代わるとか、そういうふうにまわしていくこ

とで、経験者を増やすことができると思うんですよね。だからそれはちょっ

と大阪府の方にぜひ考えていただきたいし、大学全部をコントロールするの

はなかなか難しいけれども、だけどそういうのに賛同するような大学があれ

ば経験者を育てるというのは、大変大事で死因究明学は今文科省が肝いりで
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そういうのを作ったわけですから、国家プロジェクトとも言えるわけですの

で、そのような短期間でそういう経験を積ませるようなコースを作るという

ことで、経験者を増やして対応するというのは、大阪府の方で考えていただ

く必要があるかと思います。必要なシステムだと思っています。 

髙杉会長：警察医の候補者を選定して任命、警察の方がやられるんですがこれに関して

短期間に例えば１年がいいのか、半年がいいのかは別にして、一人の人を指

定したら後はもう無いからずっとやっていただくという形がもう少し短期間

で、例えばしていくような形なら、これも dutyだというふうな開業医の先生

方の一部もそのように思われて半年ならしょうがないなとか、この期間だけ

ならという、そういうことはありうるんですか。短期間というのは、あまり

ないんですか。 

宮川委員：宮川でございます。今竹中先生からもお話しございましたけれども、基本的

には地区医師会が最終的には推薦するにしてもおそらく、我々聞き及んでい

るところですと、警察署長さんが、これはという方に直接お願いに行かれて、

ある程度外科的な素養もないと、ということもございますので、お願いして

いるのが現状というふうに思います。なかなか候補者がいらっしゃらないで

すし、お話のとおり高齢化になっていると、その通りだと思いますし、じゃ

あ誰が引き受けるかと言いますと、なかなかこれ難しい。我々が本来の医療

以外に、準公的に引き受けるところはあるかと申し上げますと、実際問題な

かなかおそらく他の職種の方もそうだろうと思いますけれども、なかなかご

ざいません。もちろん在宅を見ていくということは、いわゆるかかりつけ医

として地域に貢献しなければならない分もございますので、それでどの程度

の者を割りさけれるかということもございますので、義務化するということ

はなかなか難しい話やと思います。ただし、最初からお話しさせていただい

てる調査云々に関しましては、やはりこういうこと必要かと、まず現状が大

変な状況になってきてると、この認識をしていただくことが大事ですし、そ

の認識をしていただいた中で協力していただける先生方が出てくるものだと

いうふうに信じておりますし、実際今一定の数で、在宅での死亡診断書が増

えてきているけど、我々は実態の数は把握しているわけではございませんが、

正式なグラフになるようなものはないですけれども、おそらくやっていただ

いているという話は聞いておりますので、その方向性が更に進んでいく中で

警察医の協力はどうすればいいのかということはいままで正直こういう議題

はなかなか出てこなかったので、ここ２年我々こういう研修会やりますと、

それなりに集まっていただけておりますので、それは絶対に進めていこうと

いうふうには思っております。それはいまご質問に対する現時点でのお答え

だと思います。次に私の意見よろしいでしょうか。大阪市と大阪府というこ



24 
 

とですけれども先程お話しにもございましたけれども、私救急の方も担当し

ておりまして、大阪市消防は年次報告書をきっちり出しておられます。その

中で、ここ数年前から見ますと、死亡の不搬送、救急隊が駆け付けても、こ

れは明らかに亡くなっておられるので、病院に運ぶことはできないという例

が既に３,０００を超えております。大阪市内だと約２０,０００名の方が１年

間に亡くなられますから１７％位が把握できない状況です。どうなるかと言

えば現在は監察医事務所の方でお願いしてお世話になって結果的に死体検案

書ということで、人生終えられているということですね。この数に私はもち

ろん愕然としております。当然ですから今のこのシステムが無ければ大阪市

内はこれは大変な社会問題になってしまうだろうという認識がございます。

ただし先程山口委員の、本日ご欠席の書いておられますように常勤の監察医

が現在いらっしゃらない、システム上なかなか厳しいという状況があると。

で、確かになり手も少ないと、それはもちろん我々認識しております。ただ

しなり手は増やさねばならないだろうし、もしなっていただける方々がおら

れるのであれば、やはりその方々が少なくとも建物ではなくて中身の中でし

っかりと働いていただけるような環境作りは少なくともできるだろうと、そ

れはやっぱり努力していただきたい。その方々が増えれば当然そこから大阪

府下へ当然派遣するなり、やることはできるだろうと思うんですよね。実際

先例として東京は立派なものを建てられて、システムを大きくされてサテラ

イトを実際おくという方向性で進んでおります。やはり同じ大都市である東

京を見ますと、やはりその方向性でいくと、本体をしっかりして、それを派

遣できるシステムを作っていくという形だろうと思いますが、ただしそれま

でには５大学はじめ色んなところに御協力していただかなければならないだ

ろうと、現状としてそこに至るまでには、というふうには思っておりますの

で、そのような仕組みなり、情報を取らねばならないのではないかというふ

うに思っております。 

髙杉会長：ありがとうございました。他に何かございますか。はいどうぞ。 

金田委員：Aiのことですけども、３年前に多分補助金で Ai診断車というのをつけてあげ

ようと阪大からの要請で大阪府の方に出しておりましてそれが実現されてい

ないです。こないだ大阪府の担当の方に聞いたらずっと要求をだしています

ということでしたけれども既に補助金の中でそういうのを認めるということ

が一旦は決まっているはずなので、ぜひそれは実現していただきたい。もし

それが遅れているのであれば、どうしてそういうことになっているのかを含

めてこの機会に解決していただければと思っています。 

髙杉委員：それは、ＣＴ車のことですか？これは私もよく知らないことなので、行政に

対して要望として意見としていうことをお伝えしようと思います。他にいか
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がでしょう。はいどうぞ。 

藤見委員：大阪急性期の藤見ですけども Aiに関してなんですけども、前回の会でもお話

しさせていただいた時にAiの診断能力がどの程度あるのかっていうのがやは

りよく分からないと思いますので、やはり造影剤を使うわけにはいかないし、

というか造影剤を使ったコントラストが付いたＣＴではないですし、    

単純に分かるとするとやはり脳出血とかいわゆるそういう出血系と、あとは

大動脈の乖離系と、あとは肺炎、この３つ位かなというふうには思ってます。

僕らも救命センターでたまたま蘇生した人にＣＴを撮るとびっくりするよう

な写真が色々出たりすることがあります。例えば、肝臓の中に空気がいっぱ

い入ってるんですね。これは一体なぜかというと、心臓マッサージをすると

胸を圧迫するので圧が上がって胃から十二指腸に空気がいってそれがファー

ター乳頭を通って肝臓の中に入って総胆管の中に入っていくというような画

像が結構見られます。ですので、やはりこれも先程話し合い、教育というか

Aiに長けている人をやはり教育しないと。結構きついかなと、思いました。 

髙杉会長：監察医事務所にもきっちとしたマネジメントできるドクターをぜひ確保して

ほしいというご要望も結構強く出てきました。それも、今までの議論は、中

心的にはどのようにしてお亡くなりになった人をどのように診断していくか

という部分に中心的に議論お願いしてたんですが、もう一つ今まで収集した

情報をお亡くなりになった人々のいろんなことを含めた情報の集約及びもっ

たいない情報をどのような形で活用するかという部分が、少しそういう部分

の検討も必要ではないか。検案書を書くだけではもったいない。そういうこ

と形上考えていただければと、少し思っています。 

他に何かご意見ございませんでしょうか？それではないようでしたら、後で

お気づきになったらご発言いただければいいと思いますが、時間もあれです

ので、課題（３）の府民の意識という部分で何かご意見ございましたら。は

い、どうぞ。 

 

事務局 ：そしたら同じく課題３につきましても山口委員の意見のご紹介をさせていた

だきます。あの先生方のお手元にありますので、本当にかいつまんでですが、

課題３のところで３行目４行目のことです。孤独死が増える可能性があると

いうことで①から⑤までご提案がございます。まず①番、大阪府内における

異状死の状況を府民に知らせ今後どのような問題が起こる可能性が高いかを

啓発する。②番としましては課題①で述べたように、かかりつけ医を持つこ

とを奨励し、亡くなられた場合などの連絡等を分かる場所に明記することを

普及しておくこと。③といたしましては、家族の対応についても同時に分か

りやすく啓発をする。④としましては②と③についてはより確実かつ適切に
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情報提供できるようにかかりつけ医が情報提供の担い手になることが理想と

考えるということ。⑤のところといたしまして、府民に対して解剖の持つ役

割の大きさ、また死亡時画像診断の可能性と限界などの情報提供をする必要

がある、こういった異状死とかは突然家族にふりかかることであり、その状

態になって冷静に判断することは難しい為、何もないときからの情報提供が

不可欠であるということで、ご意見をご紹介いたします。 

髙杉会長：ありがとうございました。ではこの件について何か他にご意見ございますか。

はいどうぞ。 

榮木委員：山口委員がご提案のように、がんの末期であるとか、もう老衰でお家でとか

言われていても、やっぱり病院に行かれたり施設に行かれたりと意思決定は

固定するものではありません。そんな中で情報提供については、地域でどち

らかというと福祉系の方々が医療情報をお家にものすごく見やすいところに

貼っておくとかいうことを普及させておられます。また多数の医療機関にか

かっておられますので、そこを取りまとめるため、地域、福祉系の人や地域

包括支援センターのケアマネージャーやヘルパーさんが関わり、訪問看護師

がその医療情報を取りまとめている努力をしているんです。何分訪問看護師

数は少ないですから、どうしたらよいかというと、かかりつけの先生・病院

の先生がそういうものをきちんと用意しておくようにというふうな普及はし

ても、やはり主治医の先生からの（意思決定支援の）推進が一番大きな力に

なるというふうに感じています。 

災害時の対応もしかりですけども冷蔵庫に貼っとくとか中に入れておくとか、

そういったことが最終的に死因調査のところに繋がって活かされたらいいな

と、今日はお話しを聞きながら、ご意見を聞きながら思ってたところです。

これは府民への啓発ということでは、死因調査の為になんていう啓発はでき

ないでしょうけれども、もちろんそこは穏やかに病院を希望されるのか、ど

うなのかといったところも含めて意向を把握する、そういう経過の中で、こ

ういう状況で亡くなられたということに、大変助けになるんじゃないかと感

じましたので。 

髙杉会長：他に何かご意見ございますか。はいどうぞ。竹中委員。 

竹中委員：府民への啓発は大切なものだと思います。我々、かかりつけ医として訪問診

療やっておりまして、家族との間での対話では充分にそれは周知されている

というふうに我々は理解しておりましても、いざとなりますと、家族以外の

方、親類縁者がたくさんやってこられて、そしてこんなん放っておいていか

んやないかということで、その時はご家族の方もおろおろしておられますの

で、つい救急車を呼んでしまうとか、病院へ運んでしまう、そういうことが

非常に多いように思っております。こういう場合はこういうふうにするんだ
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と、家族だけでなしに親類の方も含めたそういう理解が必要ではないかと思

いますので、全体への啓発は非常に大事な問題やと思っております。 

髙杉会長：はい、ありがとうございます。他には何かございますか。これは、かかりつ

け医をしっかり持ちながら、日頃家族としっかり情報交換をしながら、しか

も場合によったらケアマネあたりが複数以上の病院を受診してるとすれば、

そこらへんも情報を持ちながら、こういうところに対応するという、いざと

いう時にみなさんがきちんと情報共有するということになるんだろうと思い

ますが。はい、他に何かございますか。ないようでしたら、お時間もあれで

すので課題４の犯罪の見逃し防止という、これも我々のところで、それをど

うこうということは非常に難しいところはありますが、我々としてですね、

警察医の先生方、あるいは、そういう携わるドクターも含めて、そういった

ものを見逃さないように、どう研修をしていただくかということも大事だろ

うと思いますが何か山田委員、何かございますか。 

山田委員：山田でございます。冒頭で私ちょっとご紹介させていただきましたけども府

警組織内に検視調査課という所属を新設いたしております、去年の４月でご

ざいます。現在課長以下６７人の体制で、そういった異状死等々の現場に臨

場しているということで、過去の数字を拾いますと、なかなかそういった一

時的には警察署の刑事さんが現場へかけつけて検視をするというようなこと

なんですけども、そこにより専門性の高い専門知識を持った本部の検視調査

課から現場に派遣さして二人一組でですね、これはいわゆる我々臨場率って

言ってますけども、この臨場率が今年の９月末現在で８０％を超えておりま

す。いわゆる１０件の現場のうち８件以上行っておるというようなことでし

て、まずそういった体制をしっかりと警察組織内で構築しようということで、

今なおさらに増員の要望を出しまして更に充実していこうというふうに考え

ております。それと今言いました警察署の刑事に対する色んな教養も実施し

ておりまして、なかなかやっぱり１０件のうち、１件２件は本部から行けな

いというような現場もございますので、そこは現場の刑事が対応することに

なるんですけども、そういった刑事に対しては、その大学の法医の先生をお

招きしての研修でありますとか、あるいは専科教養という形で１週間ぐらい

の学校へ入校させての教養でありますとか、あるいは警察署の人間を本部に

一時的に研修で引き揚げてきまして本部の検視官と一緒に現場に臨場すると

いうようなこともやっておりまして、そういうようなことで色々な現場の先

生方、警察医の先生あるいは監察医の先生と協力をしながら警察としても、

その犯罪の見逃し防止、犯罪死の見逃し防止ということに非常に大きな目標

として取り組んでおるところであります。以上です。 

髙杉会長：ありがとうございます。他に何かお気づきのところ含めてあれば。どうぞ。
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峰松委員。 

峰松委員：我々もDOA症例、心停止した状態で運びこまれた患者さんに関しては必ず警

察に相談するようにしています。しかし、警察署ごとに対応のばらつきが非

常に大きいのではないかと感じています。先程も、少ないところだと３０体、

多いところ３００体とかいう話が出ていましたが、普通はこれほどの差が出

るとまずいんじゃないでしょうか。ここらへんの対応に関するバリエーショ

ンですね、たぶん大阪市内は監察医事務所が対応しているので、そこらへん

はかなりクリアされてると思うんですが、大阪市外だと「これどうかな」と

思ったケースは、そのまま検案をしてしまうか、司法解剖に回すしかないと

いうことになっている。最近は別の仕組みの解剖もありますけれども、とい

うことで、最初に問題提起した最期を迎えた場所に差があるという話にも関

係するのかもしれません。大阪府警察としては特に問題意識はないのか、ど

うなんでしょうか。 

山田委員：資料に出ております数字につきましては、ちょっと私も手持ちの数字と若干

違っているところもありますので、ここはさらに検証しておきたいと思いま

す。それと市外と市内のやっぱり、違いは、やっぱりその監察医制度がある

市内とそれのない警察医の先生にお願いしている市外というところがやっぱ

り根本的に大きな違いがそこにあるのかなというふうに思っておりまして、

これが府下全体にこの監察医制度が拡大拡充することでそういった問題も解

決されるんではなかろうかなというふうに思っております。警察としまして

はその現場が市内であれ市外であれ、それに差をつけるようなことは、一切

それはございません。同じような当然とした取扱いをしておるところであり

ます。市外にも監察医制度の将来的な拡充ということは警察としては望んで

おるところであります。 

髙杉委員：監察医そのものが非常に少ない中で、どのような工夫で市外を含めて拡充を

していくかっていうのは大いなる課題ですが、できれば協力できる協力して

いただけるような病院とか、こういうそれだけの能力をもったところが協力

をしていただければ、よりレベルのあがったかたちでの対応ができるという

ふうにも思いますので、そこらあたりもまとめの中に少し入れさしてもらい

たいなというふうに思います。はいどうぞ。 

宮川委員：今のご意見のとおりだと思います。本来であれば大阪市内の監察医制度を担

っていただけるような先生と、もちろん府下で警察医本当に頑張ってくれて

いる先生方とご協力いただいて、一定のレベルをどんどん上げていっていた

だいて、犯罪防止にもやっぱりやっていきたいというのが一番望みかと思い

ます。なかなかすぐには難しいかと思いますので何ができるのか、少しでも

前に進むのは何なのか、どうせやったら考えてやらねばならないなというふ
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うに思います。ただやはり、本当にあの監察医の制度というのはありがたい

もので１つだけ例を出させていただきますと、２０１１年東日本大震災の時

私、検案をする為に仙台に参りました。そして私、一般の内科医でございま

すので検案の経験はございません。いわゆる大学時代に勉強したことしかご

ざいません。ただまあ医師であれば当然検案書書けるということで、非常に

緊急事態ですから日本全国から医師が呼ばれました。ただ我々は幸いかな、

堺市の監察医の先生が二人おられまして、その先生が一緒についていただい

て、そのご指導のもとに実際現場では仕事ができたということでございます。

非常にしっかり見ていただいてとゆうこともございますので、やはりその先

生方との協力は非常に大事かと思いますので、特に大阪府さんは阪神淡路で

も職員の方々非常に、おそらく出られて様々なご協力されたと思いますし、

やっぱりそれを見てきておられると思いますので、その必要性というのは非

常に認識していただいておるかと思いますので、犯罪の観点からもしっかり

そういう制度を充実させていただきたいなと思います。以上です。 

 髙杉会長：はい、ありがとうございました。他に何か言い忘れと言ったらあれですがご

意見。はい、どうぞ。 

榮木委員：ケアの甲斐なく自死されたケースに立ち会ったことがあるんですけども、警

察の皆様にお願いなんですけども、これから多死時代どんどん、いくら努力

しても一定のこういう今日の課題にまつわる色んなことが発生して警察に

色々とお世話になるというその時に、ご家族の皆様の思いっていうのは大変

なものでしてね、そこでどうしても犯罪とか事件性で色々調査をされるので

とてもちょっと色々大変な思いを一緒にしたこともありますので、もちろん

一所懸命てきぱきと早く対処しようと頑張っておられるんですけども、そう

いうことでご家族、ケアマネージャーさんも初めて出会うと一緒に泣いてお

られたり大変な状況になりますので、そういうことでご遺体に対する愛敬念

とか、そういったことを含めて警察の皆様にもご一緒にずっとこうケアをし

てきた者にしましたら、もう皆周辺のチームは家族同様ですので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

髙杉会長：はい、ありがとうございました。どうぞ宮川委員。 

宮川委員：この４つのテーマと違うんですけど、１つだけ先程申しましたけども、大規

模災害なんですけども、おそらく今回そこまでたどり着けないんですけれど

も、やはり大規模災害時に当然助けねばならない命があるわけですが悲しい

かな失われてしまった命に対してどうするかということもございますので、

今後先々のテーマ、いつ来るか分かりませんけども、先々のテーマとして心

に留めていただきたいというのが１点でございます。それからずっと話を聞

かせていただきまして先程会長の方からもお話しございましたけれどもやは
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り我々として認識としては１は、まだまだ情報が足らない、もっと知らねば

ならない情報はたくさんあると、そういうことを進まねばならない、それと

また、今とは言え、今すぐにやっぱりやれることは何かと、かかりつけ医と

いう言葉がさきほどからいくつもいただきました。それからもちろん他職種

連携で訪問看護師さん含めてですね、やっぱりそれと研修、勉強会というお

話しがでました。やっぱりその方向に関しまして進めねばならないと、これ

はやっぱりできれば、先程の会長のお言葉のとおりワーキングを作って、そ

こで現場の声、現場のメンバーに集まっていただいてこの中から中心に現場

の方々、消防にも聞かねばならないでしょうしワーキングをテーマを絞って

作っていただくという方向性で進んでいっていただければありがたいなと思

います。以上です。 

 

髙杉会長：はい。要綱にも必要に応じてワーキングというのもちゃんと認められており

ますので私もやっぱりワーキング、現場のきちんとした、皆さん方のご苦労

も含めて解決すべく、そういうワーキングを是非作りたいというふうに思い

ます。この点も行政の方よろしくお願いしたいと思います。はい。大体時間

も来たようなんですが、特に無いようでございましたら、ここでお返しをし

たいというようには思います。はい。 

事務局 ：今後のスケジュールについて、ご説明をさせていただければと思っておりま

す。本日第１回目を開催させていただいたわけですけども、第２回を日が短

くて大変申し訳ございませんが、１２月半ばごろを目途に開催をさせていた

だければと思っております。また日程調整の方を進めて、先生方と調整をし

てまいります。で、その時に本日いただいたご意見を反映した形で今後の方

向性の案というようなものをお示しできればと思っております。年度内第３

回ということで２月の下旬から３月の上旬かと思われますが、その時期にも

う一度協議会として、ご意見の集約という形でいただきとうございますので、

今年度あと２回程度、開催をお願いできればと思っております。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

髙杉会長：はい、まあでは、次回は１２月中旬、今日いただいた意見を集約した形で、

たたき台みたいな形でお見せいただければ、これで議論をさしていただくと

いうことにいたしましょうか。はい。ありがとうございます。特に他無いよ

うでしたら、事務局にもうこれお返ししますんで、どうぞ。 

司会  ：髙杉先生。ご進行していただきまして、ありがとうございました。また、委

員の先生方におかれましては、活発なご意見をいただきまして、ありがとう

ございます。これをもとに次回、集約した形で提案をさせていただく作業を

進めたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。そ
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れでは、これをもちまして協議会を終了させていただきます。長時間に渡る

ご協議をどうもありがとうございました。 

 


